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● 労働者と雇用契約を結ぶ際には、就業時間や賃金等、一定の労働条件について、雇用契約書や 

労働条件通知書等の書面で交付し、明示することが労働基準法で義務付けられています。書面 

での交付が必要な事項は、契約の形態によっても異なります。今回と次回は、2 回シリーズで、 

雇用契約書について取り上げます。第 1 回目の今回は、基本的な事項についてご案内いたします。 
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第 2・第 4 火曜日発刊 

 

～お知らせ～ 8 月 12 日(木)～8 月 15 日(日)まで夏季休暇をいただきます 

明示明示明示明示がががが必要必要必要必要なななな労働条件労働条件労働条件労働条件はははは？？？？    

※ 降給の可能性がある会社は、昇給ではなく「定期改定」と記載すると良いでしょう。 

※ 雇用契約の内容が、就業規則と同じ場合には、「就業規則○条による」という記載でも可 

    ⇒ ただし、適用される就業規則を労働者が見ることができる状態であることが必要 

※ パートタイム労働者や、契約期間に定めのある労働者については、上記以外にも必要な記載事項があるので 

注意してください。詳細は、次回のあおぞらレターでご案内いたします。 

１ 
契約期間（期間の定めの有無） 

⇒「有」の場合は期間を明記（最長で 3 年が限度） 

２ 就業する場所 

３ 従事する仕事の内容 

４ 始業・終業の時刻 

5 休憩 

6 所定労働時間を超える労働の有無 

7 
２グループ以上の交替制による勤務がある場合は、交替日、 

交替の順序等 

8 休日 

9 
休暇に関すること 

・年次有給休暇 / ・その他の休暇（ある場合） 

10 

給与に関すること 

・給与の額、計算方法 / ・給与の締日、支払日、支払方法 

・昇給に関する事（※昇給は口頭でも可）                

11 
退職に関する事項 

・定年 / ・退職の事由と手続 / ・具体的な解雇の事由                  

12 
退職金制度がある場合は、適用労働者、退職金の決定及び計算方

法、支払方法、支払時期 

13 安全・衛生に関すること 

14 職業訓練に関すること 

15 休職に関すること 

16 表彰及び制裁 

17 災害補償、業務外の傷病扶助に関すること 

18 労働者が負担する作業用品、食費等に関すること 

 

 

会社に、左記の制度があ

る場合は、明示が必要 

法的には、口頭での明示
のみでもＯＫ。 
但し、トラブル回避のた
めには、書面が望ましい 

労働者と雇用契約を 

結ぶ際に、書書書書面面面面によるによるによるによる    

明示明示明示明示がががが必要必要必要必要なななな事柄事柄事柄事柄    

（※昇給を除く） 


